
 住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則をここに公布する。 

  平成 19 年３月 30日 

                                            岩手県知事 増 田 寛 也  

岩手県規則第 45号 

   住民基本台帳法施行細則の一部を改正する規則 

住民基本台帳法施行細則（平成 14年岩手県規則第 85号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 （本人確認情報の提供方法） 

 第５条 条例第４条及び第７条の規定による保存期間に係

る本人確認情報の提供は、電子計算機（入出力装置を含

む。）の操作によるものとし、電気通信回線を通じた送信

の方法に関する技術的基準については、住民基本台帳法施

行規則（平成11年自治省令第35号）の規定により定められ

た電気通信回線を通じた送信又は磁気ディスクの送付の

方法並びに磁気ディスクへの記録及びその保存の方法に

関する技術的基準によるものとする。 

（費用負担の額） （費用負担の額） 

第５条 条例第４条の規定により負担すべき費用の額は、１

枚につき10円とする。 

第６条 条例第11条の規定により負担すべき費用の額は、１

枚につき10円とする。 

 （条例別表第２の規則で定める事務） 

 第７条 条例別表第２第１号の規則で定める事務は、次のと

おりとする。 

 (１) 肥料取締法（昭和25年法律第127号）第４条の登録

の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又

 はその申請に対する応答 

 (２) 肥料取締法第13条第１項の届出の受理又はその届

出に係る事実についての審査 

(３) 肥料取締法第16条の２の届出の受理又はその届出

に係る事実についての審査 

(４) 肥料取締法第22条の届出の受理又はその届出に係

る事実についての審査 

(５) 肥料取締法第23条の届出の受理又はその届出に係

る事実についての審査 

 ２ 条例別表第２第２号の規則で定める事務は、地方税法

（昭和25年法律第226号）による県税の犯則事件の調査に

関する犯則嫌疑者又は参考人の生存の事実又は氏名若し

くは住所の確認とする。 

 ３ 条例別表第２第３号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

 (１) 採石法（昭和25年法律第291号）第32条の登録の申

請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその



申請に対する応答 

(２) 採石法第32条の７第１項の届出の受理又はその届

出に係る事実についての審査 

 ４ 条例別表第２第４号の規則で定める事務は、宗教法人法

（昭和26年法律第126号）第25条第４項の提出に係る宗教

法人の役員の生存の事実又は氏名若しくは住所の確認と

する。 

 ５ 条例別表第２第５号の規則で定める事務は、土地収用法

（昭和26年法律第219号）第３条各号のいずれかに該当す

るものに係る事業を行うために必要な土地（当該土地が埋

立て又は干拓により造成されるものであるときは、当該埋

立て又は干拓に係る河川の敷地又は海底を含む。）若しく

は当該土地にある物件について所有権を有し、又は当該土

地若しくは物件に関して所有権以外の権利を有する者の

生存の事実又は氏名若しくは住所の確認とする。 

 ６ 条例別表第２第６号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

 (１) 薬事法（昭和35年法律第145号）第33条第１項の交

付の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又

はその申請に対する応答 

(２) 薬事法施行細則（平成12年岩手県規則第101号）第

６条第１項の配置従事者身分証明書の書換え交付の申

請の受理、その申請に係る事実についての審査又はその

申請に対する応答 

 ７ 条例別表第２第７号の規則で定める事務は、次のとお

 りとする。 

 (１) 戦没者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和38

年法律第61号）第３条の支給（以下この項において「支

給」という。）の請求の受理、その請求に係る事実につ

いての審査又はその請求に対する応答 

 (２) 支給を受ける権利に係る申出若しくは届出の受理

又はその申出若しくは届出に係る事実についての審査

 (３) 支給を受ける権利を有する者の生存の事実又は氏

名若しくは住所の変更の事実の確認 

 ８ 条例別表第２第８号の規則で定める事務は、次のとお

りとする。 

(１) 戦傷病者特別援護法（昭和38年法律第168号）第４

条の戦傷病者手帳の交付を受けている者の生存の事実

の確認 

(２) 戦傷病者特別援護法第５条の訂正の事実の確認 

 ９ 条例別表第２第９号の規則で定める事務は、次のとおり



とする。 

 (１) 母子及び寡婦福祉法（昭和39年法律第129号）第31

条の支給（以下この項において「支給」という。）の請

求の受理、その請求に係る事実についての審査又はその

請求に対する応答 

(２) 支給を受ける権利に係る申出若しくは届出の受理

又はその申出若しくは届出に係る事実についての審査

 10 条例別表第２第10号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

  (１) 戦没者等の遺族に対する特別弔慰金支給法（昭和40

年法律第100号）第３条の支給（以下この項において「支

給」という。）の請求の受理、その請求に係る事実につ

いての審査又はその請求に対する応答 

 (２) 支給を受ける権利に係る申出若しくは届出の受理

又はその申出若しくは届出に係る事実についての審査

(３) 支給を受ける権利を有する者の生存の事実又は氏

名若しくは住所の変更の事実の確認 

 11 条例別表第２第11号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

 (１) 戦傷病者等の妻に対する特別給付金支給法（昭和41

年法律第109号）第３条第１項の支給（以下この項にお

いて「支給」という。）の請求の受理、その請求に係る

事実についての審査又はその請求に対する応答 

(２) 支給を受ける権利に係る申出若しくは届出の受理

又はその申出若しくは届出に係る事実についての審査

(３) 支給を受ける権利を有する者の生存の事実又は氏

名若しくは住所の変更の事実の確認 

 12 条例別表第２第12号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

 (１) 砂利採取法（昭和43年法律第74号）第３条の登録の

申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はそ

の申請に対する応答 

 (２) 砂利採取法第９条第１項の届出の受理又はその届

出に係る事実についての審査 

 13 条例別表第２第13号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

 (１) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律（平成６

年法律第117号）第２条第２項の交付の申請の受理又は

その申請に係る事実についての審査 

(２) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令

（平成７年政令第26号）第３条第１項の届出の受理又は



その届出に係る事実についての審査 

(３) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令

第４条の届出の受理又はその届出に係る事実について

の審査 

(４) 原子爆弾被爆者に対する援護に関する法律施行令

第５条第１項の届出の受理又はその届出に係る事実に

ついての審査 

 14 条例別表第２第14号の規則で定める事務は、中小企業の

新たな事業活動の促進に関する法律（平成11年法律第18

号）第２条第１項第１号から第４号までに掲げる者の新事

業等の支援に係る補助金の交付の申請の受理、その申請に

係る事実についての審査又はその申請に対する応答とす

る。 

 15 条例別表第２第15号の規則で定める事務は、中小企業の

事業活動の活性化等のための中小企業関係法律の一部を

改正する法律（平成11年法律第222号）第４条の規定によ

る改正前の中小企業近代化資金等助成法（昭和31年法律第

115号）第３条第１項第１号の資金の貸付けを受けた者又

はその相続人及び貸付けを受けた者の連帯保証人又はそ

の相続人の生存の事実又は氏名若しくは住所の確認とす

る。 

 16 条例別表第２第16号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

(１) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律（平成14

年法律第88号）第46条第１項の届出に係る住所又は氏名

の変更の事実の確認 

(２) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律第61条

第４項の届出に係る住所又は氏名の変更の事実の確認

(３) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規

則（平成14年環境省令第28号）第７条第11項又は第12

項の届出に係る住所又は氏名の変更の事実の確認 

(４) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規

則第11条の２第９項の届出に係る住所又は氏名の変更

の事実の確認 

(５) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規

則第15条第６項の届出に係る住所又は氏名の変更の事

実の確認 

(６) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規

則第20条第５項の届出に係る住所又は氏名の変更の事

実の確認 

(７) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規



則第24条第５項の届出に係る住所又は氏名の変更の事

実の確認 

(８) 鳥獣の保護及び狩猟の適正化に関する法律施行規

則第42条第５項の届出に係る住所又は氏名の変更の事

実の確認 

 17 条例別表第２第17号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

(１) 独立行政法人中小企業基盤整備機構法（平成14年法

律第147号）第15条第１項第３号ロ又はハの貸付けを受

けた者若しくはその相続人又は貸付けを受けた者の連

帯保証人若しくはその相続人の生存の事実又は氏名若

しくは住所の確認 

 (２) 中小企業高度化資金貸付規則（昭和51年岩手県規則

第74号）第８条の申請の受理、その申請に係る事実につ

いての審査又はその申請に対する応答 

 18 条例別表第２第18号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

(１) 岩手県退隠料等条例（昭和23年岩手県条例第75号）

による年金である給付の支給（以下この項において「支

給」という。）の請求の受理、その請求に係る事実につ

いての審査又はその請求に対する応答 

(２) 支給を受ける権利に係る申出若しくは届出の受理

又はその申出若しくは届出に係る事実についての審査

(３) 支給を受ける権利を有する者又は給付の額の加算

の原因となる者の生存の事実又は氏名若しくは住所の

変更の事実の確認 

 19 条例別表第２第19号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

  (１) 岩手県県税条例（昭和29年岩手県条例第22号）によ

る県税の賦課又は徴収（当該県税に係る延滞金、過少申告

加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費に係る徴

収を含む。）に関する次に掲げる者の生存の事実又は氏名若

しくは住所の確認 

   ア 納税者、特別徴収義務者、納税義務者又はこれらの

第二次納税義務者、保証人その他の納税義務者と認め

られる者（以下この項において「納税者等」という。）

   イ 納税者等の相続人 

  ウ 納税者等が有する財産上に質権、抵当権、先取特権、

留置権、地上権、賃借権その他の権利を有する者 

   エ 納税者等が譲渡した財産でその譲渡により担保の

目的となっているものの権利者 



 オ 納税者等が有する財産を占有している第三者及び

これを占有していると認めるに足りる相当の理由が

ある第三者 

 カ 納税者等に対し債権若しくは債務があり、又は納税

者等から財産を取得したと認めるに足りる相当の理

由がある第三者 

 キ アからカまでに掲げる者のほか、地方税法の規定

による徴税吏員の質問検査権により調査の必要があ

ると認められる者 

 (２) 次に掲げる申請若しくは申告の受理、その申請若し

くは申告に係る事実についての審査又はその申請若し

くは申告に対する応答 

ア 既存住宅の取得に係る不動産取得税の課税標準の

特例があるべき旨の申告 

イ 既存住宅用の土地に係る不動産取得税の減額の申

告 

 20 条例別表第２第20号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

(１) 岩手県漁港管理条例（昭和38年岩手県条例第52条）

第12条第１項の許可の申請の受理、その申請に係る事実

についての審査又はその申請に対する応答 

(２) 岩手県漁港管理条例第13条第１項の納付をしなけ

ればならない者の生存の事実又は氏名若しくは住所の

確認 

(３) 岩手県漁港管理条例第14条第１項の納付をしなけ

ればならない者の生存の事実又は氏名若しくは住所の

確認 

 21 条例別表第２第21号の規則で定める事務は、岩手県収入

証紙条例施行規則（昭和48年岩手県規則第27号）第７条第

２項の申請に係る事実についての審査又はその申請に対

する応答とする。 

 22 条例別表第２第22号の規則で定める事務は、次のとおり

とする。 

(１) 屋外広告物条例（昭和46年岩手県条例第44号）第17

条の登録の申請の受理、その申請に係る事実についての

審査又はその申請に対する応答 

(２) 屋外広告物条例第21条第１項の届出の受理又はそ

の届出に係る事実についての審査 

 23 条例別表第２第23号の規則で定める事務は、青少年のた

めの環境浄化に関する条例（昭和54年岩手県条例第35号）

 第11条の２第３項の届出の受理又はその届出に係る事実



についての審査とする。 

 24 条例別表第２第24号の規則で定める事務は、次のとお

りとする。 

(１) 浄化槽法施行条例（昭和60年岩手県条例第30号）

第２条の登録の申請の受理、その申請に係る事実につい

ての審査又はその申請に対する応答 

 (２) 浄化槽法施行条例第６条第１項の届出の受理又は

 その届出に係る事実についての審査 

 25 条例別表第２第25号の規則で定める事務は、岩手県産業

廃棄物税条例（平成14年岩手県条例第72号）による産業廃

棄物税の賦課又は徴収（当該産業廃棄物税に係る延滞金、過

少申告加算金、不申告加算金、重加算金及び滞納処分費に係

る徴収を含む。）に関する次に掲げる者の生存の事実又は氏名

若しくは住所の確認とする。 

 (１) 納税者、特別徴収義務者、納税義務者又はこれらの

第二次納税義務者、保証人その他の納税義務者と認めら

れる者（以下この項において「納税者等」という。）

 (２) 納税者等の相続人 

(３) 納税者等が有する財産上に質権、抵当権、先取特権、

留置権、地上権、賃借権その他の権利を有する者 

 (４) 納税者等が譲渡した財産でその譲渡により担保の

目的となっているものの権利者 

 (５) 納税者等が有する財産を占有している第三者及び

これを占有していると認めるに足りる相当の理由があ

る第三者 

 (６) 納税者等に対し債権若しくは債務があり、又は納税

者若しくは特別徴収義務者から財産を取得したと認め

るに足りる相当の理由がある第三者 

 (７) 前各号に掲げる者のほか、地方税法の規定による徴

税吏員の質問検査権により調査の必要があると認めら

れる者 

 26 条例別表第２第26号の規則で定める事務は、ペレットス

トーブの普及の促進に係る補助金の交付に係る申請の受

理、その申請に係る事実についての審査又はその申請に対

する応答とする。 

 27 条例別表第２第27号の規則で定める事務は、地震によ

る被災建築物の危険度の判定を行う判定士の資格の認定

の申請の受理、その申請に係る事実についての審査又はそ

の申請に対する応答とする。 

 28 条例別表第２第28号の規則で定める事務は、高齢者向け

の住宅の改修等に係る申請の受理、その申請に係る事実に



 ついての審査又はその申請に対する応答とする。 

 29 条例別表第２第29号の規則で定める事務は、公有財産の

売払いの申請の受理、その申請に係る事実についての審査

又はその申請に対する応答とする。 

  （条例別表第３の規則で定める事務） 

 第８条 条例別表第３の規則で定める地方自治法（昭和22

年法律第67号）第242条第１項の監査の請求に関する事務

は、当該請求の受理、その請求に係る事実についての審査

又はその請求に対する応答とする。 

 ２ 条例別表第３の規則で定める公職選挙法（昭和25年法律

第106号）第86条の届出又は同法第86条の４（漁業法（昭

和24年法律第267号）第94条において準用する場合を含

む。）の届出に関する事務は、これらの届出の受理又はこ

れらの届出に係る事実についての審査とする。 

 ３ 条例別表第３の規則で定める公職選挙法施行令（昭和25

年政令第89号）第81条（漁業法施行令（昭和25年政令第30

号）第９条において準用する場合を含む。）の告示に関す

る事務は、当該告示に係る事実についての審査とする。

 ４ 条例別表第３の規則で定める公有財産の売払いに関す

る事務は、当該売払いの申請の受理、その申請に係る事実

についての審査又はその申請に対する応答とする。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 

附 則 

１ この規則は、平成 19年５月１日から施行する。 

２ 岩手県漁港管理条例施行規則（昭和 39年岩手県規則第 10号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

 ［略］  ［略］ 

 
［略］ 

 
［略］ 

 注１ 誓約書、船舶安全法（昭和８年法律第11号）第９条 

第１項に規定する船舶検査証書及び小型船舶登録規則 

（平成14年国土交通省令第４号）第９号様式に規定す 

る小型船舶登録事項通知書（登録済の場合に限る。） 

の写し、住民票抄本（法人にあっては、登記簿抄本） 

、航行予定区域を示す図面その他地方振興局長が必要 

と認める書類を添付してください。 

 注１ 誓約書、船舶安全法（昭和８年法律第11号）第９条 

第１項に規定する船舶検査証書及び小型船舶登録規則 

（平成14年国土交通省令第４号）第９号様式に規定す 

る小型船舶登録事項通知書（登録済の場合に限る。） 

の写し、住民票抄本（申請者が岩手県外に住所を有す 

る場合に限る。）、登記簿抄本（申請者が法人である 

場合に限る。）、航行予定区域を示す図面その他地方 

振興局長が必要と認める書類を添付してください。 

 注２ 継続使用の場合、現在の許可指令書を添付し、注１ 

の船拍検査証書及び小型船舶登録事項通知書の写し、 

住民票抄本（法人にあっては、登記簿抄本）及び航行 

予定区域を示す画面は、省略することができる。（添 

付書類の内容に変更がない場合に限る。） 

 注２ 継続使用の場合、現在の許可指令書を添付し、注１ 

の船拍検査証書及び小型船舶登録事項通知書の写し、 

住民票抄本、登記簿抄本及び航行予定区域を示す画面 

は、省略することができる。（添付書類の内容に変更 

がない場合に限る。） 



備考 改正部分は、下線の部分である。 

３ 浄化槽法施行細則（昭和 60年岩手県規則第 79号）の一部を次のように改正する。 

改正前 改正後 

（申請書の添付書類） （申請書の添付書類） 

第３条 ［略］ 第３条 ［略］ 

(１)・(２) ［略］ (１)・(２) ［略］ 

(３) 申請者の住民票の抄本又はこれに代わる書面（法

人にあっては、登記事項証明書） 

(３) 法人にあっては、登記事項証明書 

(４) 営業所ごとに置かれる浄化槽管理士の住民票の抄

本又はこれに代わる書面及び浄化槽管理士免状の写し

(４) 営業所ごとに置かれる浄化槽管理士の浄化槽管理

士免状の写し 

(５)  ［略］ (５)  ［略］ 

 ２ 知事は、申請者（個人である場合に限る。）及び営業所ご

とに置かれる浄化槽管理士に係る本人確認情報（住民基本台

帳法（昭和42年法律第81号）第30条の５第１項に規定する本

人確認情報をいう。以下同じ。）について、同法第30条の７

第５項の規定による提供を受けることができないとき、又は

同法第30条の８第１項の規定による利用ができないときは、

申請者に対し、住民票の抄本又はこれに代わる書面を提出さ

せることができる。 

（変更の届出） （変更の届出） 

第６条 ［略］ 第６条 ［略］ 

２ ［略］ ２ ［略］ 

(１) 条例第３条第１項第１号に掲げる事項の変更 住

民票の抄本又はこれに代わる書面（法人にあっては、

登記事項証明書） 

(１)  条例第３条第１項第１号に掲げる事項の変更 法

人にあっては、登記事項証明書 

(２)～(４)  ［略］ (２)～(４)  ［略］ 

 ３ 知事は、届出者（個人である場合に限る。）及び営業所ご

とに置かれる浄化槽管理士に係る本人確認情報について、住

民基本台帳法第30条の７第５項の規定による提供を受けるこ

とができないとき、又は同法第30条の８第１項の規定による

利用ができないときは、届出者に対し、住民票の抄本又はこ

れに代わる書面を提出させることができる。 

備考 改正部分は、下線の部分である。 
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